
吉野ヶ里町空家等の適切な管理に関する条例 

 

吉野ヶ里町空き家等の適正管理に関する条例（平成 24 年吉野ヶ里町条例第

21 号）の全部を改正する。 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律

第 127 号。以下「法」という。）に定めるもののほか、空家等の適切な管理

に関し必要な事項を定めることにより、地域環境の保全を図り、倒壊等の

事故、犯罪及び火災等を未然に防止し、町民等の安全で安心な暮らしの実

現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作

物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及び

その敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又

は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この条例において、「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著し

く保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれ

のある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっ

ている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適

切である状態にあると認められる空家等をいう。 

（民事による解決との関係） 

第３条 この条例の規定は、特定空家等の所有者又は管理者（以下「所有者

等」という。）と当該特定空家等による害を被るおそれのある者との間で、

民事による事態の解決を図ることを妨げない。 

（所有者等の責務） 

第４条 空家等の所有者等は、当該空家等が周辺の生活環境に悪影響を及ぼ

さないように自らの責任において適切に管理しなければならない。 

 （町の責務） 

第５条 町は、所有者等による空家等の適切な管理の促進に関し、必要な措

置を総合的かつ効果的に講じなければならない。 

（情報提供） 

第６条 町民等は、町内に特定空家等となるおそれのある空家等を発見した

ときは、速やかに町長にその情報を提供するものとする。 

（助成） 

第７条 町長は、法第 14 条第１項の規定による助言若しくは指導又は同条第



２項の規定による勧告に従って措置を講ずる者に対し、別に定めるところ

により必要な助成をすることができる。 

 （公表） 

第８条 町長は、町内の特定空家等の所有者等が法第 14 条第３項の規定によ

る命令に基づく措置を期限までに講じないときは、次に掲げる事項を公表

することができる。 

(１) 所有者等の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者及び

主たる事務所の所在地） 

(２) 特定空家等の所在地及び種別 

(３) 命令の内容 

(４) 前３号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

２ 町長は、前項の規定により公表するときは、当該公表に係る所有者等に

意見を述べる機会を与えなければならない。 

（緊急安全措置） 

第９条 町長は、町内の特定空家等の状態に起因して、町民等の生命、身体

又は財産に被害を及ぼすおそれがあると認めるときは、これを回避するた

めに必要な最小限度の措置（以下「緊急安全措置」という。）を講ずること

ができる。 

２ 町長は、前項の規定により緊急安全措置を講じたときは、当該緊急安全

措置に要した費用を当該緊急安全措置に係る特定空家等の所有者等から徴

収することができる。 

 （空家等対策計画） 

第 10 条 町長は、法第６条第１項の規定により、空家等に対する対策を総合

的かつ計画的に実施するため、空家等に関する対策について計画（以下「空

家等対策計画」という。）を策定する。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定める。 

 (１) 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類

その他の空家等に関する対策に関する基本的な方針 

 (２) 計画期間 

 (３) 空家等の調査に関する事項 

 (４) 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

 (５) 空家等及び除去した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項 

 (６) 特定空家等に対する措置（法第 14 条第１項の規定による助言若しく

は指導、同条第２項の規定による勧告、同条第３項の規定による命令又

は同条第９項若しくは第 10 項の規定による代執行をいう。）その他の特

定空家等への対処に関する事項 



 (７) 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

 (８) 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

 (９) その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

（空家等対策協議会） 

第 11 条 町長は、法第７条第１項の規定により、空家等対策計画の策定及び

変更並びに実施に関する協議を行うため、吉野ヶ里町空家等対策協議会（以

下「協議会」という。）を置く。 

２ 協議会は、委員 15 人以内をもって組織し、法第７条第２項に規定する者

のうちから町長が委嘱し、又は任命する。 

３ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合

における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 前３項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営について必要な事項

は、規則で定める。 

（関係機関との連携） 

第 12 条 町長は、緊急を要する場合は、町の区域を管轄する警察その他の関

係機関に必要な措置を要請することができる。 

（委任） 

第 13 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

 （施行期日）    

１ この条例は、平成 30 年４月１日から施行する。 

（吉野ヶ里町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例の一部改正） 

２ 吉野ヶ里町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例（平成 18 年吉野ヶ里町条例第 37 号）の一部を次のように改正する。 

別表子ども・子育て会議委員の項の次に次のように加える。 

空家等対策協議会委員 〃 5,800 〃 

 


